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Ｐ１１００３ 

平成２５年度実施方針 

新エネルギー部 

 

１．件名：地域水素供給インフラ技術・社会実証 

 

２．根拠法： 

  独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第一号ニ 

 

３．背景及び目的・目標 

３．１ 背景及び目的 

「エネルギー基本計画」（２０１０年閣議決定）では、エネルギー源のベストミックスの確

保のため、２０１５年からの燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及開始に向け、日米欧、関連地

域、民間企業とも協力・連携し、供給インフラを含めた実証的取組を強化するとしている。

また、「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画」（２００８年経済産業省策定）で

は、ＦＣＶ、水素製造・輸送・貯蔵技術を２０５０年に世界のＣＯ２排出量を半減する上で

の重要技術と位置づけている。 

本事業では、２０１５年のＦＣＶの一般ユーザー普及開始に向けて、実使用に近い条件で

ＦＣＶ・水素供給インフラに関する技術実証を行うと共に、ユーザー利便性、事業成立性、

社会受容性等を検証し、普及開始に向けての課題を解決する。さらに、水素供給インフラの

画期的な低コスト化に繋がる技術実証、地域特有の技術や資源を活かした水素供給インフラ

の技術実証・調査等を行い、将来における地域への水素供給インフラの導入可能性を明らか

にする。 

３．２ 目標 

２０１５年普及開始に向け、ＦＣＶ・水素供給インフラが、既存のガソリン車・供給イン

フラと同等レベルの耐久性、利便性、実用性を備え、コスト低減の見通し等も含めて商業化

レベルに達していることを実証する。また、地域特有の水素供給技術を活かした水素供給イ

ンフラ等の技術実証及び調査等を行い、将来の水素供給インフラの導入可能性・課題を明ら

かにする。 

なお、本事業では、「ＮＥＤＯ燃料電池・水素技術開発ロードマップ２０１０」に記載され

た２０１５年普及開始段階での技術レベルを上回る技術を実証の対象とする。 

【２０１５年普及開始段階での技術レベル】 

○ 水素供給インフラ 

水素ステーションコスト＊１：２億円以下［オフサイト型７０ＭＰａ、３００Ｎｍ３／ｈ］ 

４億円以下［オンサイト型７０ＭＰａ、３００Ｎｍ３／ｈ］ 

水素供給コスト       ：９０円/Ｎｍ3 

  ○ ＦＣＶ 
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耐久性          ：５０００時間（１５年） 

システムコスト＊２    ：約１００万円 

＊１：近年追加された、安全確保に対する要求（通信充填、温度制御）や事業性上

の要求（直接充填、急速充填）によるコストアップ分は含まない。 

＊２：生産台数を５０万台と想定した場合の製造コスト（システム出力１００ｋＷ、

水素タンクを除く）を示す。 

 

 次に、各研究開発項目の目標を以下に示す。 

［共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）］ 

研究開発項目① 技術・社会実証研究 

○最終目標（２０１５年度末） 

ＦＣＶ・水素供給インフラの耐久性、利便性、実用性等が既存のガソリン車・供給

インフラと同等レベルであり、２０１５年普及開始に向けた課題が解決されたことを

確認する。 

○中間目標（２０１３年度末） 

ＦＣＶ・水素供給インフラに関する技術的課題の中で、主に７０ＭＰａ水素供給技

術（充填性能、高頻度稼働、低コスト化等）に関する課題の解決に繋がる要素技術に

ついて、その有効性等を実証する。 

 

研究開発項目② 地域実証研究 

○最終目標（２０１５年度末） 

地域特有の水素供給インフラに関して、将来の商用モデルの検討と課題の明確化を

行う。また、必要に応じて規制見直しに係る計画策定と安全性データの取得を行う。 

○中間目標（２０１３年度末） 

地域特有の水素供給インフラを使用して、実使用条件における安全性、信頼性、実

用性に係るデータの取得・分析を行う。また、水素ステーション運用を通して得られ

た不具合・故障等のデータを分析し、再発防止策を検討する。 

 

［委託事業］ 

研究開発項目③ 地域導入可能性調査 

○最終目標（２０１２年度末） 

ＦＣＶ及び水素供給インフラ導入に向けた地域における優位性、課題及び想定され

る波及効果等を明らかにする。 

 

 

 

研究開発項目④ 国際連携調査等 
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○最終目標（２０１５年度末） 

日本に導入するメリットが大きいと判断される技術について、国内での安全性、実

用性に関するデータ取得等を行う。 

○中間目標（２０１３年度末） 

海外機関との情報交換・調査を行い、低コスト化、商品性・信頼性向上に繋がる

ステーション技術を日本に導入した場合の効果及び課題（認可取得に関する必要デ

ータ、開発要素等）を明らかにする。 

 

４． 事業内容及び進捗（達成）状況 （実施体制については別紙の通り） 

  

４．１ 平成２４年度（２／３共同研究）事業内容 

研究開発項目① 技術・社会実証研究 

 

（１）７０ＭＰａ水素充填技術の実証 

①ＳＡＥ Ｊ２６００に適合する赤外線式通信設備（発信器、受信器）を千住ステーシ

ョン、旭ステーション等の７０ＭＰａ水素ステーションに導入し、ＦＣＶから発信され

た水素充填中の各種情報がエラー無く受信でき、充填率が計算できることを実証により

確認した。また、ＳＡＥ Ｊ２６０１ ＴＩＲに基づいた水素充填実証を行い、その際、

昇圧率、圧力損失、充填率等の主要因子は、外気温度に係わらず同ＴＩＲの許容公差を

満たすことを確認した。 

②プレクーラーの熱交換器および冷凍機が３分間急速充填を含む要求性能を満足した上

で、充填中の圧力変化、温度変化の過程においても十分な信頼性を有することを実証に

より確認した。 

③充填ノズル等の付属機器類に関し、３分間急速充填を含む要求性能を満足した上で、

充填中の圧力変化、温度変化の過程においても十分な信頼性を有することを実証により

確認した。 

④千住ステーションにおいて、通信充填による３５ＭＰａフル充填試験を実施し、７０

ＭＰａフル充填技術の規制適正化に資する基礎データの取得を行った。 

 

（２）低コスト化ステーション技術の実証 

千住ステーションに直接充填圧縮機及び３０～４０ＭＰａの蓄圧器を導入するととも

に、旭ステーションに蓄圧器の増強を行い、圧縮機直接充填と差圧充填併用方式とし、

これらの技術実証を進めた。さらに、８０ＭＰａ級蓄圧器（ＣＦＲＰ複合容器）及び圧

縮機を併用した差圧充填設備の設計・製作を行い、技術実証を進めた。 

 

 

（３）高頻度運転、高稼働運転 
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空港シャトルバス、ハイヤー事業者等、第三者による高稼働フリート運転実証を進め、

各水素ステーション設備・機器の耐久性に関する実証データを蓄積するとともに、フリ

ート運転実証で運行したＦＣＶの燃料電池スタックの耐久性に関する実証データを蓄積

した。また、各水素ステーションにおける蓄圧器の運用および定期的な非破壊検査（超

音波探傷）を通じて、蓄圧器の非破壊検査の有用性を検証するデータの取得を進めた。

さらに、羽田ステーション及び大阪ステーションにおいてはＣＯ２濃度の分離回収に関

する技術実証、千住ステーションにおいては平成２３年度に導入した高効率水素製造装

置の実証運転を行った。 

 

（４）トータルシステム技術 

１５００Ｎｍ３／ｈ規模の出荷設備を導入し、水素製造プラントからオフサイトステ

ーションへの大規模水素出荷・輸送に係る技術実証を進めた。また、商用規模ステーシ

ョンを神の倉、海老名、豊田市の３ヵ所に建設し、運用を開始した。さらに、各ステー

ションにおいて長期間使用した蓄圧器・弁類等を回収し、劣化等に関する材料分析を進

めた。 

 

（５）その他 

都内ステーションと山梨ステーション、日光ステーション間の広域実証走行を実施し

た。また、各ステーションにおける水素の性状分析および含有微粒子分析等を継続して

行い、水素燃料仕様の国際標準化に資するデータとしてＩＳＯ／ＴＣ１９７／ＷＧ１２

の国内委員会等への提供を行った。 

 

研究開発項目② 地域実証研究 

 

（１）福岡県・佐賀県における実証研究 

前年度に引き続き、北九州・九州大学・鳥栖の３ステーションを利用する実証を進

めた。また、「研究開発項目①技術・社会実証研究」で運営されている「安全性検証検

討会」及び「保守・点検作業検討会」に参加し、不具合、故障、ヒヤリハット事例等

の情報共有化を進めた。 

 

（２）山梨県における実証研究 

前年度に引き続き、移動式水素ステーションを使用して実証と山梨県内での水素ス

テーション整備に関する検討を進めた。また、高速道路サービスエリアでの水素充填

の実証について、許認可に係る検討を行った。さらに、「研究開発項目①技術・社会実

証研究」で運営されている「安全性検証検討会」及び「保守・点検作業検討会」に参

加し、不具合、故障、ヒヤリハット事例等の情報共有化を進めた。 

４．２ 平成２４年度（委託）事業内容 
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研究開発項目④ 国際連携調査等 

海外の低コスト・高性能水素ステーション技術について、必要な法規等への適合及びそ

れに伴う設計変更、技術課題に関する検討を行った。日本への導入に係る以下の検討を行

い、導入判断のための情報蓄積を行った。 

・ 低コスト化に係る構造材料の安全検証データ取得 

・ 大臣特認等、必要な許認可の明確化 

・ 水素５ｋｇの３分間充填等、実用性や利便性に係るデータ取得 

・ 蓄圧器 プレクーラー、配管・バルブ類・充填ノズル等の安全性 

・ 国内導入時の経済性 

 上記検討を実施し、一部は平成２５年度から開始される水素ステーションの先行整備に導

入されることとなったため、本研究開項目の最終目標を達成した。そのため、本項目は、平

成２５年度は実施しない。 

 

４．３ 実績推移 

              ２３年度   ２４年度 

実績額推移（百万円）：    ８９４   ２,９４６ 

特許出願件数（件）      ０     ０ 

論文発表数（報）    ０     ４ 

口頭発表数（件）   １０     ８ 

 

５． 平成２５年度事業内容 （実施体制については別紙の通り） 

５．１ 平成２５年度（２／３共同研究）事業内容 

研究開発項目① 技術・社会実証研究 

平成２４年度に引き続き、下記の研究開発を実施する。 

 

（１）７０ＭＰａ水素充填技術の実証 

   平成２４年度に導入した通信充填設備について、その健全性を確認するために気温、 

プレクール温度、ＦＣＶ車載用水素容器の残圧等のパラメータを変化させて充填試験を 

行い、通信状態、充填性能、操作性等に問題がないことを確認する。また課題の抽出と 

その対応を行うとともに、要求スペックの再検証と国際標準化への提案を行う。 

 さらに、千住、旭等の各ステーションで、－４０℃プレクーラを運転して日本版充填

プロトコルの実証試験を行い、安全性を確認すると共に先行整備に資するデータを蓄積

する。 

 

（２）低コスト化ステーション技術の実証 

 千住ステーションで直接充填方式による運用、旭ステーションで差圧充填方式によ運

用を行い、耐久性、利便性の検証を行う。ユーザーの利便性を損なうことなく、ステー
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ションに求められる最低限の性能を満たした低コストステーションの仕様および設置形

態を検討し、実証することによってそのコスト削減効果、実用性能や既存ステーション

との利便性の比較・検証を行う。 

 

（３）高頻度運転、高稼働運転 

２０１５年に期待される商用時期を想定して、FCV 及び水素ステーションの高頻度運

転、高稼働運転の実証を行う。杉並、羽田、成田、セントレアステーション、関西空港

等の各ステーションで、FCバスや FCVハイヤー・タクシーの第三者定期フリート走行に

より高頻度運転、高稼働運転条件を実現し、高頻度発停状況等での圧縮機等のステーシ

ョン設備及び FCVの燃料電池スタックの耐久性を検証すると共に集中管理による運転モ

ード最適化を行う。また、水素ステーション蓄圧器について、運転モード最適化を検証

すると共に、改質器の高稼働耐久性をセントレア、大阪ステーションにて検証する。 

 

（４）トータルシステム技術 

水素出荷設備の運転実証を行い、水素出荷システム構築に資するデータを取得する。

外気温、水素トレーラに搭載された蓄圧器の初期圧、充填速度等を変動因子とした充填

試験を実施し、安全で効率的な充填システム構築のためのデータを取得する。また、商

用規模ステーションにおいて、ステーション本格普及期のための下記の検討を行う。 
・水素需要に応じたステーション設備・水素製造装置の適正な運転方法と運転体制 
・POS システム、計量法対応 
・日本版充填プロトコルに準拠するための必要設備能力の明確化 
・70MPaFC バスを含めた充填プロトコルに準拠するための必要設備能力の明確化 
・水素トレーラによるオンサイト水素ステーションの高純度水素の受入れ実証 

 

（５）その他 

都内ステーションと山梨ステーション間の広域実証走行を継続する。また、各ステー

ションにおける水素の性状分析および含有微粒子分析等を継続して行い、水素燃料仕様

の国際標準化に資するデータとして蓄積する。 

 

研究開発項目② 地域実証研究 

平成２４年度に引き続き、下記に示す研究開発を継続する。 

水素供給インフラ運営計画、ＦＣＶ運行計画及び実証データ取得計画は、必要に応じ

て改定する。 

（１）福岡県・佐賀県における実証研究 

前年度に引き続き、北九州・九州大学・鳥栖の３ステーションを利用しての地域連

携実証を継続する。また、福岡県・佐賀県における FCV普及見通し、水素需要量想定

に基づき将来の地域水素供給インフラ導入モデルの検討を行う。さらに、「研究開発項
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目①技術・社会実証研究」で運営されている「安全性検証検討会」及び「保守・点検

作業検討会」に参加し、不具合、故障、ヒヤリハット事例等の情報共有化を進める。 

 

（２）山梨県における実証研究 

前年度に引き続き、移動式水素ステーションを使用して実証と山梨県内での水素ス

テーション整備に関する検討を進める。また、山梨県における FCV普及見通し、水素

需要量想定に基づき将来の地域水素供給インフラ導入モデルの検討を行う。さらに、

「研究開発項目①技術・社会実証研究」で運営されている「安全性検証検討会」及び

「保守・点検作業検討会」に参加し、不具合、故障、ヒヤリハット事例等の情報共有

化を進める。 

 

５．３ 平成２５年度事業規模 

需給勘定      ７５２百万円（注） 

  （注）事業規模については、変動があり得る。 

 

６．その他重要事項 

（１）評価の方法 

ＮＥＤＯは、我が国の政策的及び技術的な観点及び事業の意義、成果及び普及効果等の観

点から、事業評価実施規程に基づき、内部評価による事業評価を平成２５年度中に実施する。

また、外部有識者による中間評価を平成２５年度中に実施する。 

 

（２）事業の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び実施者と密接な関

係を維持しつつ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、

必要に応じて設置される検討委員会等における外部有識者や産業界の意見を運営管理に反

映させるほか、四半期に１回程度、プロジェクトの進捗について報告を受けるとともに、Ｎ

ＥＤＯの他の燃料電池・水素関連事業との情報交換、連携等に関する検討会議を開催し、プ

ロジェクトを円滑かつ効率的に推進する。 

 

（３）複数年度契約の実施 

平成２３年度～平成２５年度の複数年度契約を締結済みである。 

 

７．実施方針の改訂履歴 

（１）平成２５年３月３０日 制定。 
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（別紙）  

平成２５年度事業実施体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  山梨県における実証研究 

 

 

 

 

 

  福岡県・佐賀県における実証研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究開発項目②】 地域実証研究（２／３共同研究） 

 

 

ＮＥＤＯ 

山梨県 

岩谷産業(株)

佐賀県 

(有)鳥栖環境開発綜合センター 
福岡県 

JX 日鉱日石エネルギー(株) 

岩谷産業(株) 

新日本製鐵(株)

九州大学 

九州電力(株) 

九電テクノシステムズ(株) 

【研究開発項目①】 技術・社会実証研究（２／３共同研究） 推進助言 

委員会 
水素供給・利用技術研究組合 （HySUT） 

【研究開発項目④】 国際連携調査等（委託、平成２４年度まで） 

日本エア・リキード(株)

日産自動車(株) 

岩谷産業(株) 

【研究開発項目③】 地域導入可能性調査（委託、平成２３年度のみ） 

(株)ユニバーサルエネルギー研究所 

日本エアリキード(株) 
再委託 

山口県、山口大学、中国地方総合研究センター 


